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Ｉ　は　じ　め　に

　今日の規制緩和をめぐる議論のなかで，労働者派遣事業および民営職業紹介事業の自由化を求

める声が高まっ ている。日経連なとの財界団体や当該業界団体はもとより ，研究者のなかでもこ

うした考え方を支持する主張が登場している 。１９９０年代に入って以降，西欧諸国では労働者派遣

事業や民営職業紹介事業の自由化に踏切る動きがあいついでおり ，こうした流れを背景にＩＬＯ

が９６号条約（有料職業紹介所に関する条約）の改正に着手したことが日本の規制緩和推進論にも

拍車をかけている 。

　そこで小論では，第１に，日本の労働者派遣事業，民営職業紹介事業の規制緩和推進論の背景

およびその論理の検討を行う 。第２に，ＩＬ０９６号条約改正問題の経過とＩＬＯにおける議論を整

理し，そこに流れる考え方をとらえる。これらをもとにＩＬ０９６号条約改正に関する議論から見

て日本の規制緩和推進論はどのような特徴をもっ ているかについて明らかにしたい 。

ｎ　日本における労働者派遣 ・民営職業紹介事業の規制緩和推進論の検討

　（１）規制緩和推進論の意図と背景

　はじめに日本における労働者派遣事業や民営職業紹介事業の規制緩和の意図と背景の検討をお

こないたい 。

　まず政府の行政改革委員会や日経連などの規制緩和推進陣営は，労働者派遣事業に関して同事

業の対象業務の拡大さらに原則自由化を求めている 。１９９４年高年齢者雇用安定法の一部改正によ

り， ６０歳以上の派遣労働者については対象業務が原則自由化された（高年齢特例労働者派遣事

業）。 つづいて９６年５月の労働者派遣法改正を機に，従来の対象業務（１６業務）に加えて新たに

１２の業務が追加されることになっ た。 これによっ て図書の制作 ・編集，研究開発，企画 ・立案 ，

広告デザインなどホワイトカラーの基幹的業務や病院における介護業務が労働者派遣事業の対象
　　　　　　　　　　　　１）
業務に含まれる見通しである。また育児休業や介護休業取得者の代替要員の場合は業務を問わず

派遣労働者の活用が可能になっ た（一部に禁止業務あり）。 さらに労働省は９７年度中にも労働者

派遣事業を原則自由化，ネガティヴリスト方式に転換する方向で検討に入っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４１）
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　また民営職業紹介事業については，規制緩和推進陣営は許可対象職種（現行２９職種）の拡大な

いしネカティウリスト方式による原則自由化，およぴ手数料の自由化を求めている 。

　では日経連などは，なぜ民営職業紹介事業や労働者派遣事業の規制緩和を求めるのだろうか 。

それは，これらによっ て雇用の弾力化を推進し，いわゆる「経済的規制」の撤廃による産業構造

の転換を容易にするためである。ここで「雇用の弾力化」とは，労務コストを圧縮し，企業の操

業度や繁閑に応じて雇用の伸縮性を実現するために正規雇用を削減し，かわりにパートタイマー

や派遣労働者，臨時労働者などの非正規雇用を活用すること（労務コストの固定費から変動費へ

の転換），さらに産業構造の転換やリストラクチ ュアリンクに応じて，旧来型産業（部署）から

新規産業（部署）へ，容易に労働移動が行われるように雇用の硬直性を除去すること ，を意味し

ている 。

　特に，「経済的規制」の緩和を断行すれば，非貿易財部門や低生産性部門で大量の離職者の発

生が避けられない。これら離職者にたいして転職の斡旋をするために，公的職業紹介事業では十

分に対応できない分野（主としてホワイトカラー職種）の職業紹介を担うことが民営職業紹介事

業に期待されている。他方，民営職業紹介業サイドから見れは，ホワイトカラーの職業紹介事業

は新たな営業領域として大いに期待できる分野であり ，それを現実化するためにも民営職業紹介
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
事業の自由化が業界にとっ て焦眉の課題になっ ている 。

　（２）自由化論者の論理

　では，このような労働者派遣事業や民営職業紹介事業の自由化を王張する論理とはとのような

ものだろうか。ここではストレートに規制緩和推進を唱える代表的論者として小鴬典明氏（労働
　　　　　　　　　　　　３）
法）の見解を取上げてみたい 。

　小鴬氏は労働市場を一般の商品市場と同一レベルで論ずることを主張する。以下に見るように

実に素朴な市場メカニズムにたいする賛美が展開されている 。

　「たしかに，労働は通常の商品ではない。労働力を提供するのは生身の人問であり ，その取引

には強制労働や中問搾取といっ た危険をもともなう 。国家が労働市場を独占的に管理することが

できれば，こうしたリスクは回避することができよう 。しかし，それと同時に，労働市場は＜市

場〉としての機能をも失うことになる。つまり ，最適な需給バランスを決定する，神の見えざる

手（マーケ ット ・メカニズム）を失うのである。このような認識が強まっ たのであろうか，いま

先進国の問では労働市場の民問への開放が急速に進みつつある。『職業紹介の国家独占』の放棄

に向けた動きがそれである 。」（小蔦，ｐ
．６）

　小蔦氏は「職業紹介の国家独占」を原則とする国においては国家による労働市場の独占的管理

が般化しており ，日本もその中に含まれると考えているようである。しかし，これは事実とは

異なる。日本では職業安定法によっ て， 政府が無料の職業紹介事業を行うことを原則とし，有料

職業紹介事業については特定の職業に限定して労働大臣が許可することとしている。これまで公

共職業安定所がわれわれの求職，求人活動を一手に管理したことはない。実際の求職，求人ルー

トは学校，知人や縁故，求人広告，直接募集などが主流で，むしろ公共職業安定所ルートが２割

程度にととまっ ていることが問題視されている程である。職業紹介事業の管理と労働市場の管理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４２）
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　　　　　　　　　４）
とは異なる概念である 。

小鴬氏は職業紹介事業の規制緩和，労働市場への民問業者の自由な参入の必要を主張して次の

ように述べている 。

　「たしかに，有料職業紹介事業の許可対象職業は，当初の１１から現在の２９へと拡大をみた。し

かし，こうした競争制限が許可制の名の下に行われているかぎり ，労働市場の発達は望めない 。

競争のないところに，＜市場＞は育たないからである。安易な姿勢で市場に参入した者は，競争

のなか自然に淘汰されていく 。国が事前にこれを排除する必要はまっ たくないのである」（小蔦 ，

Ｐ．
１３）。

　「労働市場が＜市場＞としての地位を回復するためには，市場メカニズムが働くようにしなけ

ればならない。……職業紹介事業については，…… 許可制の名の下に新規参入を阻止する事実上

の＜参入規制〉が行われている。新規参入を阻止し，競争状態の出現を妨げる。かりに許可制を

維持するとしてもこうした競争制限につながる許可要件については，断じて排除しなければなら

ない。公共職業安定所と民問の事業者との競争，民問の事業者同士の競争。このような競争があ

って初めて，労働市場もその息を吹き返すのである」（小蔦，ｐ．２７）。

　小蔦氏は，公的機関による職業紹介事業を原則とする日本では「労働市場の発達が望めない」

と断定しているが，氏の議論は労働市場それ自体と ，職業紹介事業の市場化，あるいは求人 ・求

職情報の商品市場化とを混同している。労働力商品の売り手と買い手が対時する労働市場と職業

紹介事業の市場化とは密接な関係があるが，概念としては区別する必要がある。氏が「新規参入

を阻止し，競争状態の出現を妨げる」とか，安易な姿勢で参入した有料職業紹介所は競争によっ

て淘汰される，というのは職業紹介事業の市場のことを問題にしているのである 。

　競争のメリットを強調する小蔦氏は「悪徳業者を最終的に排除するのは健全な競争であ って ，

規制ではない。ネガティブリストといえども ，このような競争を担保する市場への参入を，みだ

りに妨げるものであ ってはならないのである」とまで言い切るが，競争の結果，悪徳業者が排除

されるまでの期問に被害をこうむった求職者や求人企業は一体だれが救済するのだろうか。それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５〕
は悪徳業者を見抜く能力のなかった求職者や求人企業の責任だから仕方ないというのだろうか 。

　さらに小蔦氏は求職者から手数料を徴収すること ，さらにその額についても自由にせよと主張

する 。

　「……マッ チング ・コストをもっ ぱら求人企業が負担し，求職者がこれを負担しない状況のも

とでは，求職者が自己の期待するサーヒスを受けることは困難となる。したがって，求職者から

の手数料徴収を規制する場合においても ，価格メカニズムの機能を阻害するような規制はこれを

行うべきではない。求職者からの手数料徴収を禁止するのではなく ，その徴収を原則として自由

化する。労働市場を求職者の二一ズに応えることのできる＜市場＞にするためには，こうした決

断も必要となろう」（小蔦，ｐ．２８）。

　ここでも＜職業紹介事業の市場＞と＜労働市場＞との概念の混同が見られるが，それはともか

く小蔦氏のこの主張に従えば，財力のある求職者はより有利な求人情報にアクセスでき ，そうで

ない者は不利な情報しか入手できないことになる。それによっ てどのような結果が生ずるかは明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４３〕
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白である。後に見るように，ＩＬ０９６号条約改正の議論の中でＩＬＯはこうした事態をおそれて求

職者からの手数料徴収禁止原則を堅持する方針を示しているが，小鴬氏の主張はこれに挑戦する
　　　　　６）
ものである 。

　要するに小蔦氏の議論は，職業紹介事業の市場化，求人 ・求職情報の商品化を全面的に容認せ

よ， そうすれば労働力の流動化が促進され，労働市場も活発になるとの主張である。氏は，論文

の冒頭で「労働は商品ではない」というフィラデルフィア宣言（１９４４年）に盛り込まれたＩＬＯの

基本的原則が「労働市場を他の市場とは隔絶した存在」にし，「職業紹介の国家独占」をもたら
　　　　　　　７）
したと批判する。「強制労働や中問搾取といっ た危険」の回避よりも市場メカニズムを優先させ

たわけである。このように小蔦氏の主張はまことに素朴な市場メカニズムにたいする賛美で貫か

れている 。

　言うまでもないことだが，労働市場を一般の商品市場と同一レベルで議論できないことは経済

学の常識である。第１に，資本主義社会では労働力も商品化するが，その労働力は人問＝労働者

と一体不可分の関係にある。労働力商品の買い手（使用者）は，一般の商品所有者とは異なり ，

それを自由に処分することはできない。あくまでも時問ぎめで労働者を指揮 ・命令し就業させる

権限が与えられているだけであり ，使用者は労働者の生命の危険のないように安全への配慮が義

務づけれる。第２に，労働市場においてははじめから労働力の買い手＝資本家（企業）と売り手

：労働者とは対等な関係にはない。資本蓄積の機構によっ て， 労働市場の買い手（需要）は売り

手（供給）にたいして作用し，需要側が供給をもコントロールできるという特別なメカニズムを

備えている。この意味で「サイコロはいかさま」（『資本論』第１巻）なのである。労働力商品は常

に供給過剰の傾向にあり ，しかも市場条件が不利であ っても労働者（売り手）は労働力商品の売

り控えはできない 。

　このような特別な状況におかれた労働者にたいして，国家は使用者と対等な立場にたつための

条件として種々の保護措置の必要を認めたのである。「労働は商品ではない」という理念は，労

働力が一般商品と根本的に異なる性質をもっ ているために，労働者にたいする特別の保護措置が

不可欠であるということを意味している 。

　以上，日本の労働者派遣事業およひ民営職業紹介事業の規制緩和推進論の背景と論理について

考察してきた。労働市場における規制緩和，民営職業紹介事業の自由化を推進するこうした流れ

は国際的にも強まっ ており ，それを１つの背景としてＩＬ０９６号条約の改正が具体的日程に上 っ

ている。日本の規制緩和推進者はＩＬＯのこのような動きにも力をえて，規制緩和をさらに推進

する構えを見せている。そこで，次にＩＬ０９６号条約改正問題の経過と議論を検討し，それがも

っている意味について明らかにしたい。結論を先取りして言えば，ＩＬＯで行われている議論は

単純な規制緩和推進論ではない。今日の状況にそって労働保護措置を講ずるべきとの主張もあわ

せて行われているのである 。

（３４４）
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皿　労働市場の規制緩和とＩＬ０９６号条約改正問題

　［１１ＩＬ０９６号条約改正に向けた動き

　（１）経　過

　労働市場における民営職業紹介業者（労働者派遣企業を含む）の役割をどのように取り扱うか

はＩＬ０９６号条約に直接かかわ っている 。ＩＬＯは１９９２年１１月の理事会において，この問題を１９９４

年６月の第８１回総会の議題とすることを決定したが，これに至るまでには長い年月が経過してい
８）

る。

　すでに１９６０年代後半頃より ，当時台頭してきた労働者派遣企業をＩＬ０９６号条約の有料職業紹

介所に含めて取り扱ってよいかどうかをめぐっ て議論が行われていた 。１９６６年，スウェー デン政

府からの問い合わせにたいして，当時のＩＬＯ事務総長は労働者派遣企業は９６号条約の有料職業

紹介所の定義を満たすとの見解を示し，引き続き「条約と勧告の適用に関する専門委員会」も同

様の立場を取った。しかし，日本を含む多くの国では，労働者派遣企業は仲介業者ではなく ，顧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
客企業向けに労働者を斡旋する法律上の使用者であるとする見解をとり ，別の法律を制定した 。

１９７０年代には労働者派遣企業の問題を総会の議題とする要請がなされ，理事会も１９７６～７９年に国

際労働基準を再検討した結果，労働者派遣企業を規制する新しい基準が必要との結論を明らかに

したが，総会の議題とするには至らなかった 。

　１９８０年代に入り ，特に労働者派遣事業に注目したＩＬＯ事務局は第２２０回理事会（１９８２年５～６

月）において労働者派遣事業の問題を１９８４年のＩＬＯ第７０回総会の議題にするよう提案したが実

現に至らなかった。その後，１９８２～８６年にかけて理事会では毎年，労働者派遣事業の取り扱いが

焦点になっ たが，使用者代表の支持が得られなかったこともあり ，総会の議題とならなかった 。

　この問，伝統的な職業紹介業，労働者派遣企業の他に，人材スカウト企業，アウトプレースメ

ント業，外国人労働者斡旋業者などさまざまなタイプの民問業者（以下，便宜上これらを

ＰＲＥＡ（Ｐ．ｉ。。ｔ． Ｅｍｐ１．ｙｍ．ｎｔ　Ａｇ．ｎ．ｉ。。）と総称する）が新たに登場してきた。ＩＬＯ事務局は各国の

労働市場で機能している種々の民間業者の影響を評価するために，１９８８年～９０年にかけて２５カ国

　　　　　　　　１０〕
で調査をおこなっ た。 この調査結果をもとにＩＬＯ事務局はＰＲＥＡ問題を１９９３年の総会の議題に

含めるように１９９１年の理事会に提案したが，大半の同意をえられなかったので，再度，９２年１１月

の理事会で，第８１回総会（１９９４年）の一般討議項目として議題に含めるように提案し，ようやく

認められたのである 。

　以上のようなＩＬＯ内部での動きと並行して，ブラジル，フィンランド，ドイツ，スウェー デ

ンなどＩＬ０９６号条約批准国があいついで同条約の破棄通告をしたこと ，このほかにデンマーク ，

オランダ，オーストリア，スペインなどが民営職業紹介業者の営業を許可するように転換したこ

となども ，９６号条約見直しの動きを加速している 。

（２）第８１回総会（１９９４年６月）

ＩＬＯ事務局は，前述の調査をふまえて第８１回総会に向けてリポート（ｎ〃。如。〃｛倣舳 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４５）
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１９９４Ｒ砂。れＷ，ＩＬＯ，１９９４）を刊行し，各国政府に送付した 。

　１９９４年６月の第８１回総会ではＰＲＥＡ問題を集中討議するために，三者構成（使用者側，労働
側， 政府代表）の委員会が設置された。委員会は計１１回の会議を開催し，最終回の委員会で次の

ような決議を満場一致で採択した 。

　○使用者（求人企業）が各種ＰＲＥＡを利用して労働者募集の必要を満たす自由を認める
。

　○公的セクターと民問セクターの双方は労働市場においてお互に補完関係にある 。

　○財政的裏付のある，求職者に無料の公的職業紹介事業の存在を保障することは国家の基本

的責任である。また，労働市場の情報が求職者と求人企業に充分ゆきわたること ，雇用計画を

立案することも国家の責務である 。

　○ＩＬ０８８号条約に盛り込まれた原則（公的職業紹介所の確立）を引続き支持する
。

　〇十分に機能するＰＲＥＡは労働市場の効率化に確実に貢献できる。その理由として，欠員

を充足するために必要な時間を短縮する，専門技術者などの職業紹介で公的職業紹介所が充分

に満たすことができない需要を満足させる，派遣労働者が派遣先で雇用されることで失業と常

用雇用とのかけはしを築く ，アウトプレースメント技術によっ て労働力の効率的移動に寄与す

る， などを指摘できる 。

　○ＰＲＥＡは労働者にたいして弊害をもたらしがちであるため，労働者と求職者にたいする

保護を確実にする手立てを取るべきである 。

　○ＰＲＥＡにたいするルールは必要であるが過剰規制にならないよう留意し（特別立法の前

に業界の倫理綱領などの活用が考えられる），関連業界の代表および労働者組織と協議して立

案されるべきである 。

　○公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力関係が増加する領域が存在する。公的職業紹介所と

ＰＲＥＡとの恒久的な協力関係を築く試みを支持する 。

　○求職者にたいして手数料を徴収しないとの原則は維持すべきである（ただし上級専門職や

管理職は除く）。

　○以上をふまえて９６号条約の改正手続きに入ることを支持する 。

　これを受けた総会では上記委員会の審議報告，委員会の労使およぴ政府代表委員の発言の後 ，

委員会報告および委員会決議を改めて採択した。こうしてＩＬ０９６号条約を改正すべきとの結論

を総会として支持したのである 。

　この総会における委員会の使用者代表委員の発言と労働者代表委員の発言は，結論としていず

れも委員会決議を支持する点では一致しているが，力点の置き方がそれぞれ異なっ ている。すな

わち前者がＰＲＥＡの役割の重要性，規制緩和を強調しているのにたいし，後者はＰＲＥＡの活動

による弊害，不安定雇用が増加するおそれを強調し，労働者保護の必要性に注意をうながしてい
　　　　　　　　　　　　　　１１）る（ＩＬＯ［１９９４ｂ］

，ｐｐ
．２７／３－２７／１０）。

（３）第８５回総会（１９９７年６月）に向けた動き

このような第８１回総会での決定を受けて１９９５年２月 ，ＩＬＯ理事会は第８５回総会（１９９７年６月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４６）
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の正式議題として９６号条約の改正問題を掲げた。またＩＬＯ事務局は，１９９６年２月に第８５回総会

にむけた報告書を公表した（ＩＬＯ［１９９６．１）。 この中には先の第８１回総会での委員会決議の内容が

取り入れられている 。また，報告書末尾には新条約に盛り込むへき内容に関して各国政府にたい

する質問書が添付されている。日本の規制緩和推進論者は，ＩＬ０９６号条約が改正されることに

なっ た点だけを取り上げ，挽制緩和推進のはずみとしようとしているが，この報告書を正確に捉

えると決して規制緩和一辺倒ではないことがわかる 。以下，項を改めてその要旨を紹介し，検討

を加えることにしたい 。

　［２１ＩＬＯ報告書か提起したもの

　（１）報告書の労働市場論

　報告書は「労働は商品ではない」（フィラテルフィア宣言，１９４４年）というＩＬＯの基本理念は正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２１
しいとしながらも ，「労働市場」概念を用いて議論を始めている。ここでの労働市場は新古典派

経済学のモデルのそれである。報告書は次のように述べる 。

　「労働市場の理論的なモデルによれば，需要と供給は多くの使用者及び労働者をマッ チさせる

はずである。こうしたシナリオの下では，これらの労働市場の参加者は十分な情報が提供される

べきであり ，市場の見えざる手はこうしたプロセスをすべての人にとっ て満足のいく方向に導い

てくれるだろう 。それゆえここでの主要な問題は賃金水準である」（ＩＬＯ［１９９６．１ ，ｐ．１７）。 しかし ，

現実には労働市場は不完全であるため，労働力をめぐる需要と供給が適正に機能しない。その原

因として，特に使用者と労働者が労働市場の限られた情報しか入手できないという問題がある 。

労働者（求職者）は情報の入手に際して極めて不利であり ，多くの無駄な時問をかけて求職活動

を行うが職につけず，他方，使用者（求人企業）も労働者の技能についての十分な情報を入手す

るのが難しい。理論的には公的職業紹介所は情報交換センターとして最適な立場にあるが，現実

にはそうした能力を持 っていない。個々のＰＲＥＡは到底その力はないし，求人情報は戦略的な

資産であるため，かれらはそれを独占する傾向にある。労働者が希望する職業に迅速につけるな

らば，職業紹介のコストはその分安くつく 。公的職業紹介所とＰＲＥＡが協力すれば，この分野
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３１
の個人的および社会的なコストは大幅に節約できるだろう 。

　このように報告書は労働市場における膚報の偏在，不平等性から失業問題を捉え，これを解消

するために公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力の必要を導いている 。しかし，他面で基本的人権

の擁護の視点から労働市場にルールを設けることの重要性を強調している。報告書の視点は新古

典派モデルに依拠した労働市場論と「労働は商品ではない」というＩＬＯの基本的理念の言わば

折衷である 。

　くＩＬＯは，基本的人権は労働市場を規制することによっ て守られねばならないと信じている 。

このことは特に結社の自由に当てはまる 。１９９４年の第８１回国際労働総会では，適正な労使関係と

団体交渉を支持することで三者間は確認しあ った。こうした原則は，労働市場の機能における需

要と供給の関係にも影響するがゆえに極めて重要なものである 。〉（ＩＬＯ１１９９６．１ ，ｐ．１８）

（２）新条約 ・勧告の基本視点

ＩＬＯ報告書は，ＩＬ０９６号条約は時代遅れになっ ていると断定し，９６号条約にかわる新しい条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４７〕
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約と勧告を設けるとの方針を示している 。

　９６号条約が時代遅れと判断するのは，第１にＰＲＥＡの役割に触れていないこと，第２に

ＰＲＥＡの弊害にたいして労働者を保護するための十分な規定が盛り込まれていないためである

（ＩＬＯ［１９９６ａ１
，ｐ
．７２）。

　そこで，新しい条約，勧告の基本的考え方として次の点を示した 。

　ＯＰＲＥＡが労働市場の機能の改善のために寄与しうることを認め，新たな制度的枠組を確立

すること

　　ＰＲＥＡの弊害にたいして十分な労働者保護の措置を講ずること

　　労働市場のすべての参加者の関係を改善し，何よりも公的職業紹介所とＰＲＥＡとの問に効

果的な協力関係を樹立することである（ＩＬＯ［１９９６ａｌ ，ｐ．７３）。

　まず，新条約，勧告の対象となるＰＲＥＡの範囲について報告書は次の３つのグループに分け

て整理している 。

　Ｑ仲介業（有料職業紹介，海外への労働者の斡旋，外国人労働者の募集仲介業，上級管理職の

ヘッ ドハンター 仲介業つき訓練センターなど）

　　技術の提供（労働者派遣企業，職員リース会社など）

　　直接的サービスの提供者（アウトプレースメント ，求職コンサルタント ，人的経営コンサル

タント ，人材広告業者，コンピュータによる職業データベ ース業者など）（ＩＬＯ［１９９６．１ ，ｐｐ

２６－ ３２）

　ここにあるように，狭義の民営職業紹介事業や労働者派遣事業のみならず，人材コンサルタン

トや求人情報誌をも新条約 ・勧告の対象に含めようとしている 。

　ＰＲＥＡの弊害にたいする具体的な保護措置として，報告書は，¢求職者からの手数料の不徴

収， 　ＰＲＥＡが参入した場合の求職者の個人テータの保護，　雇用面での差別禁止，機会均等 ，

＠争議への不介入（争議中の企業には労働者を紹介，派遣しないこと），　虚偽の広告，虚偽の

職業紹介の防止，などを示している（ＩＬＯ［１９９６・１ ，ｐ．７４）。

　また，公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力，補完関係の確立については次のように提案してい

る。

　＜公的職業紹介サービスには労働市場の情報をすべて反映すべきである。しかしあらゆる市場

の要求を満たすことは決してできない。最も厳しい独占が行われている場合であ っても ，公的職

業紹介が決して遂行することができない特定のサービス，特に芸術の分野（興行）のサービスが

ある。労働市場の機能の中でＰＲＥＡの役割が増加していることから，より適切に両者の役割を

分担することが求められている。公的職業紹介所とＰＲＥＡとがそれぞれ異なるサービスを提供

するならば，両者の補完はより有益になることだろう 。

　公的職業紹介所は特権を保持しているが限界もある。予算上の制約のため，計画をしぼり資源

を最も有効に活用しなければならない。効率性を高めるために，公的職業紹介所は職業紹介に集

中すべきであろう 。社会的弱者にたいしてより良いサービスを提供するよう貢献すべきである 。

公的職業紹介所はあらゆる機能を果たしうるけれとも ，ＰＲＥＡとの競争を考えると特定の分野

にその活動を集中することが賢明である。同じ理由でＰＲＥＡも比較有利な分野のサービスに集

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４８）
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中した方がよい。現在の労働市場の機能から見て，ＰＲＥＡは派遣労働や関連サービスに対応す

るのが最適である 。

　公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力は補完の形態をとるべきである。いくつかの分野は公的職

業紹介所にまかせるべきだが，競争によっ てＰＲＥＡに有利な専門分野があることも明らかであ

る。 すべての分野で公的職業紹介所とＰＲＥＡとの競争が行われるならば，その社会的 コストは

著しく高くなろう 。それぞれの市場と国内条件に応じて活動を分担しながら，公的職業紹介所と

ＰＲＥＡの最大限の協力が行われるべきである。両者が同じサービスを提供するような労働市場

は必ずしも効率的とは言えない 。＞（ＩＬＯ［１９９６ａ１ ，ｐｐ ．４１－４２）

　ここに現われているように，ＩＬＯ報告書が構想している公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力関

係とは両者のサービスの分業あるいは相互補完の関係である。公的職業紹介所にしかできない分

野（たとえばハンディキャッ プをもつ人達への職業紹介），ＰＲＥＡが得意とする分野（労働者派

遣事業なと）をそれぞれが分担すべきとの考え方が示されている 。

　（３）ＰＲＥＡへの監視，国家の役割

　報告書は，公的職業紹介所が「監督と選手の両方を演じている」との批判を避けるために ，

ＰＲＥＡにたいする監督は公的職業紹介所ではなく ，国（労働大臣）が担うべきであるとする 。

監視する対象はＰＲＥＡの組織自体ではなく ，その行為と活動であるべきで，規制の方法は法制

度を遵守しているかどうかを監視するだけではなく ，むしろ業界の自主規制（倫理綱領など）を

奨励すべきであると提案している 。

　さらに報告書は，ＰＲＥＡが担うことのできない国家独自の役割として，労働市場政策の策定 ，

国内労働市場の情報の収集と管理，労働市場機能の是正を目的としたプログラムの財政的支援 ，

失業手当等の管理などをあげている 。

　（４）「契約労働」にたいする規制

　ＩＬＯは９６号条約改正問題と合せて「契約労働」についても新しく規制の検討を開始し ，１９９７

年の第８５回総会の議題とすることになっ ている。ここで言う「契約労働」とは１）業務請負

（ｊ・ｂ一・・ｎｔ…ｔｉｎｇ）の形態で相手企業（発注元）で就労する労働者，および２）労働だけの契約

（１．ｂ．ｕ。一。ｎ１ｙ。。ｎｔ。。。ｔｉｎｇ）によっ て契約者本人が相手企業で就労する場合と ，相手企業と労務提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ４）
を契約した企業の労働者が先方で就労する場合がある（ＩＬＯ［１９９６ｂ１）。 これらは，ＰＲＥＡの介在

で相手企業で就労する労働者と近似しており ，ＩＬＯ報告書も９６号条約改正に関する質問書への

回答に際しては契約労働問題との整合性に留意するよう各国政府に求めている 。

　［３１いくつかの間題点

　（１）規制緩和と労働者保護とは両立しうるか

　これまで見たように９６号条約にかわる新条約に向けたＩＬＯの議論の特徴は，ＰＲＥＡの公認と

公的職業紹介所との協力関係の樹立など，従来の規制を緩和することを提案するとともに，他面

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５
ｒ

で新たな労働者保護のための具体的措置を提起している。要するに，規制緩和と労働者保護の二

本立てである。このどちらが前面にでるのか，それはＩＬＯ第８５回総会にむけた議論と取り組み

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４９）
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にかかっている。規制緩和が優先すれば労働者保護の側面は後退せざるをえない。他方，労働者

保護が強調されれば，規制緩和の側面は抑えられるであろう 。両者は本来的に相反する性格をも

っているため，その同時拡大は困難と言わざるをえない 。

　ＩＬＯ報告書は，ＰＲＥＡの活動を容認しつつも ，ＰＲＥＡによっ て適正な労使関係や団体交渉機

能が損われることを警戒しているが，この懸念はすでに現実のものとなっ ている。労働者派遣事

業を例にとると ，派遣元企業，派遣先企業，派遣労働者の三角労働関係は派遣先企業の使用者責

任をあいまいにし，派遣労働者の労働基本権の行使を事実上困難にしている。派遣労働者の増加

は正規労働者の削減と一体の関係にあるため，労働者全体で見れば労使関係の形骸化，団体交渉

機能の弱体化につながる倶れが高い。この一例を取ってみてもＰＲＥＡの労働市場の中での積極

的位置づけと労働者保護の重視とは，現実には相矛盾する関係にあるのではないか。特にこの点

は民営職業紹介事業よりも労働者派遣事業に強く現れると考えられる 。

　なお，すでに触れたようにＩＬＯがＰＲＥＡ問題の検討を迫られた歴史的経緯を振り返ると９６号

条約との関係で労働者派遣事業をとう位置づけるかということであ った。しかし，報告書を見る

限り労働者派遣事業がかかえる種々の弊害の指摘は希薄である。むしろ報告書は派遣労働が派遣

先企業における正規雇用ポストヘのステ ップになるとの期待を示している。ドイッではこうした
　　　　　　　　　　　　１６）
ケースがしばしば見られるが，日本の場合は派遣労働者は正規雇用の代替として導入される側面

が強い 。

　（２）公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力，補完の関係について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）　さきに見たようにＩＬＯは，これまでの公的職業紹介所による職業紹介事業の独占を批判し ，

ＰＲＥＡと公的職業紹介所との補完，協力関係の確立を提案している。具体的には両者の分業の

奨励である。ここで懸念されることは，公的職業紹介所はＰＲＥＡが忌避するより困難な分野へ

の集中を迫られ，ＰＲＥＡはより有利な分野に特化するのではないかという点である。規制緩和

の先進国であるイギリスについて見ると ，ＰＲＥＡはロンドンおよびその周辺地域に集中立地し

ており ，失業者が滞留している北部地域にはＰＲＥＡの数は極めてすくない。失業者（求職者）

がいくらたくさん存在しても求人企業が少ない地域ではＰＲＥＡはわずかしか営業していない

（伍賀［１９９５１）。

　ドイツの経験もＰＲＥＡの限界を示している。ドイツでは１９９４年８月より民営職業紹介を全面

的に合法化した。ドイツ連邦雇用庁の資料によれば，９４年８月１日より同年１２月末までに民営職

業紹介業者が職業紹介に成功した７１１１件のうち，失業者の中から斡旋したものは３０４９件
（４２ ．９％），又９５年１月１日より６月３０日までの期間では８６７５件のうち１９７１件（２２ ．７％）にとどま

っている。このうち営利的業者による失業者の紹介比率を見ると ，各時期それぞれ２５ ．２％ ，
２６．４％にすぎない。つまり ，民問の営利的業者が職業紹介に成功した件数の中では失業者よりも

有職者の転職斡旋の方がはるかに多かったのである。民営職業紹介事業が合法化されてまだ日が

浅いことを考慮に入れたとしても ，これは民問業者による職業紹介の限界を示唆している（伍賀

［１９９６１）。

　ＩＬＯ報告書は公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力，補完の先行事例として，特定のサービスを

ＰＲＥＡに委託する形態を紹介している。スイスのセントゴール州ではＰＲＥＡが公的職業紹介所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５０）
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の委託を受けて，職業紹介やカウンセリングを実施したり ，また求職コースやその他のサービス

をとおして，長期失業者を含む求職者の動機づけを行うなどの活動をしている（ＩＬＯ［ユ９９６．１ ，ｐ

４２）。 こうした民間委託は日本でもさまざまな分野ですでに行われているが，この場合の委託先

は労働省所管の公益法人や関係業界団体であり ，ＰＲＥＡが自由に受託できるわけではない 。

ＩＬＯは別の箇所でＰＲＥＡにたいする政府の許可制の廃止または緩和，業界の倫理綱領による代

替を示唆しているが，許可制の廃止，緩和と民問委託との両立は困難ではあるまいか 。

１Ｖ　ＩＬＯの議論から見た日本の規制緩和推進論

　（１）労働者保護の視点

　これまで見たようにＩＬＯ報告書のなかには２つの考え方が併存している。第１は労働市場の

機能を高めるためにＰＲＥＡを公認し，公的職業紹介所との協力 ・補完関係を進めることであり ，

第２は「労働は商品ではない」という理念にそ って労働者保護を維持することである 。

　ところがＩＬＯの議論と比べ日本の規制緩和推進論は労働者保護の視点が極めて希薄である 。

「労働は商品ではない」というフィラデルフィア宣言の理念についても ，これはもはや過去のも

ので，労働者一人一人は労働市場の参加者として市場性を意識して行動すべきとの認識が登場し
　　１８）

ている。しかし，労働者派遣事業をめぐっ てさまざまな弊害が後をたたない今日の日本の現実が
　　　　１９、
示すように，労働者保護の重要性を強調した「労働は商品ではない」という理念を放棄すへきで

はない 。

　ＩＬＯ報告書は新条約の下でも求職者からは手数料を徴収しないという原則を維持すべきとし

ているが，先に紹介した小蔦氏はこれを批判し，もしこの原則が新条約に盛り込まれるならば

「わが国はこれを無条件では批准しない，というチ ョイスを残しておくべき」と主張している

（小蔦，ｐ
．３０）。 民営職業紹介事業の許可制を廃止するなど先進国のなかで規制緩和が最も進んだ

イキリスでも求職者からの手数料徴収は禁止しており ，求職者からも手数料を取るべきという小

蔦氏の主張は特異である 。

　また，ＩＬＯ報告書は労働者保護の観点から適正な労使関係の維持について強調しているが ，

日本の規制緩和推進論は労働者一人一人を市場における参加者として捉らえるため，集団的労使

関係によっ て初めて労働者は使用者と対等な関係に立ちうるとの認識が希薄である 。

　小蔦氏は「労働争議に対して中立義務を負うのは本来国家に限られるべきであり ，民間の事業

者にまでこれを課すことは，その＜営業の自由〉を侵害するものともいえよう」と述べている

（小蔦，Ｐ
．２２）。

（２）公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力，補完の関係をどう考えるか

　ＩＬＯ報告書は公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力関係を相互補完，分業関係として構想してい

る。 両者が同一の市場で競争することは社会的コストの面から言っても高くつき効率的ではない

と考えているのに対して，先に取上げた小蔦氏は「公共職業安定所と民問の事業者との競争，民

問の事業者同士の競争。このような競争があ って初めて，労働市場もその息を吹き返すのであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
る」と述べ，公的職業紹介所とＰＲＥＡとの競争を積極的に奨励している（小鴬，ｐ２７）。

　公的職業紹介所とＰＲＥＡとの協力に関して危倶される問題はプライバシーの保護である。公

的職業紹介所に集中している全国の求人，求職に関わる情報をＰＲＥＡにも公開することを規制
　　　　　　　　　　　　２１）
緩和推進論は求めているが，果たしてどのようにしてプライバシーの保護は実現しうるのだろう

か。 ＰＲＥＡにとっ て求人，求職情報は営業上の最大の武器であり ，その確保をめぐっ ては

ＰＲＥＡ相互で激しい競争が繰り広げられている。より広い情報収集力を保持した業者が優位に

立つことができるため，求職データや求人データが商品化し，市場に出回る事態も予測できよう 。

そうなれはプライハシーを保護することは不可能ではなかろうか 。

　以上，小論ではＩＬ０９６号条約改正問題を取上げて，この中には規制緩和推進の面と労働者保

護の面とがあい拮抗する形で盛り込まれていること ，日本の規制緩和推進論はＩＬＯ条約改正を

規制撤廃の跳躍台にしようと考えているが，ＩＬＯの議論のもう一方の面，すなわち労働者保護

の点がきわめて希薄であることを指摘した。市場原理を前面に出すことによっ て， 労働市場にお

いて労働者一人一人と使用者は商品所有者同士として対等な関係にあるかのように想定している
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
ところに労働者保護の観点が希薄になる根本的要因がある。ＩＬＯの議論が「労働は商品ではな

い」との理念を　　たとえ折衷的にせよ　　堅持しつづけていることに象徴されるように，労働

市場をどのように捉えるかという理論の出発点の違いがここに現れている 。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［注１

１）労働者派遣事業の対象業務については政令で定めることになっ ている。しかし病院への介護労働者

　の派遣について病院サイドの反対があるため，まだ政令は施行されていない（１９９６年１０月時点）。

２）　日本の民営職業紹介事業は，日雇的労働者の紹介事業（看護婦，家政婦，配膳人など）と経営管理

　者，科学技術者など長期雇用型労働者の紹介事業に大別される。前者の大半は小零細業者からなっ て

　おり ，もし手数料を自由化すると大手業者が参入し，彼らの経営が圧迫されることを警戒している 。

　今日 ，自由化を求めているのは主として後者のグループである。彼らは，リストラによっ て排出され

　たホワイトカラーの労働移動を新たな市場とするために，民営職業紹介事業の対象職種をホワイトカ

　ラー全体に広げ，また手数料を自由化することを求めている 。

３）小蔦典明「労働市場をめぐる法政策の現状と課題」『日本労働法学会雑誌』８７号，総合労働研究所 ，

　１９９６年
。

４）高梨昌氏も日本の職業紹介システムを国家独占と見る考え方を批判している 。

　　「ＩＬ０９６号条約の見直しが問題になっ ていますが，日本は，その第二部でなしに，第三部を批准し

　ています。二部は職業紹介は一切国家の独占下で行うべきだということで，フランスとかイタリアが

　批准し，ドイッは昨年批准を廃棄しました。日本は第三部を批准し，職業紹介については国の管理監

　督下に行うということで有料職業紹介事業が許可制で営業を認められています。日本はその点では職

　業紹介システムは国際的に見て大変弾力的です。この点が時々誤解されて，日本の職業紹介システム

　は国家独占で硬直的だという批判がありますけれども ，これはどうも当たらない」（高梨晶，ｐ
．９）。

５）なお，小蔦氏のこの主張は必ずしも民営職業紹介事業の業界の意見と一致しているわけではない 。

　業界のなかには許可制を廃止すると安易に参入する業者が増え，業界のイメージが損われることを警

　戒する声がある 。

６）業界によれは，現在でも経営管理者や技術者の民営職業紹介事業の場合は，求職者から規定の受付

　手数料を徴収していない業者がかなりある 。

７）「労働は商晶ではない」というフィラデルフィア宣言で謁われた原則は，小蔦氏の主張に反して ，

　ＩＬ０９６号条約を審議した１９９４年ＩＬＯ第８１回総会においても改めてその維持が確認されている 。

８）以下の経過は第８１回ＩＬＯ総会に向けて提出されたＩＬＯ事務局リポート（ＩＬＯ［１９９４ａ１）序章を参

　照した 。

９）　日本では１９８５年に労働者派遣法が制定された 。

１０）この調査をリードしたのは，ＩＬＯ事務局の中で早くから労働者派遣事業問題に積極的に取り組ん

　できたＳｅｒｇｉｏ　Ｒｉｃｃａ である。彼はこの時，日本でも調査を行 っている。彼は９４年総会に向けてＩＬＯ

　事務局が提出した報告書（ＩＬＯ［１９９４ａ１）の執筆者でもあり ，この問９６号条約改正問題をリードして

　きたが，９５年９月にＩＬＯ事務局を退職した 。

　　なお，Ｓ．Ｒｉｃｃａ は労働者派遣企業の国際的組織であるＣＩＥＴＴの２１回総会に招かれた行った講演の

　なかで，労働者派遣事業は企業と求職者が常用雇用に入るまで相互の試用の機会として有効との見方

　を示している 。またＩＬ０９６号条約を改正し，現代の慣行を反映した原則を導入しなければならない ，

　合理的な労働市場の機能とともに労働者の保護を確保しなければならない，と述べている（Ｓｅｒｇｉｏ

　Ｒｉｃｃａ，１９９３）。 なお，Ｓ．Ｒｉｃｃａ（１９８２）もあわせて参照されたい 。

１１）使用者側代表の発言要旨は次のとおりである 。

　　＜ＰＲＥＡが増大したのは彼らが労働市場の必要にすばやく応えたからである。ＰＲＥＡは求職者に常

　用雇用への道をみつけたり ，また非正規雇用を選択した労働者にも仕事を提供するなど社会的貢献を

　している。公的職業紹介所の役割は全国的雇用計画の立案や失業者の職業訓練に重点がある。公的職

　業紹介所とＰＲＥＡとは労働市場で異なる需要を満たしている。両者は対等であるべきで，効果的な

　活動をするためにはＰＲＥＡは公的職業紹介所に従属すべきではない。ＰＲＥＡへの政府の規制は，地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５３）
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　下経済の増加を招き，労働市場の透明性を損ねる
。〉

　　これにたいし労働者側代表は次のように応じている 。

　　＜ＰＲＥＡは必ずしも肯定的役割ばかりを果たしたわけではなく ，しばしば否定的な結果をもたらし

　た。ＰＲＥＡは時として安定雇用や労使関係の安定的システムを犠牲にして不安定雇用を増加させて

　いる。我々は求職者と労働者を保護するために新基準の設定を強く支持した。その目的は労働者への

　保護を提供するものでなければならない。われわれは市場を宗教とかコントロールできない力のよう

　に捉える１９８０年代のスローガンを拒否する 。〉（ＩＬＯ［１９９４ｂ１ ，ｐｐ．２７／４ －２７／６）

１２）「労働は商品ではない。しかし，雇用全体，賃金，雇用の部門問や職業問の配分，労働条件が決定

　される過程として「労働市場」の機能に言及することは有益である 。」（ＩＬＯ［１９９６ａ１ ，ｐ．８）

１３）だが，今日の失業の主要な要因は果たして労働市場における情報の偏在性にあるのだろうか。少な

　くとも日本について言えば，こうした点に失業率上昇，失業者増大の要因があるのではない。１９８０年

　代以降，バブル期を除いて失業者が増大している背景には，減量経営戦略，雇用の弾力化戦略がある 。

　この雇用の弾力化は規制緩和政策によっ て支えられているため，規制緩和の推進によっ て雇用の弾力

　化が進めば失業者はむしろ増加するだろう 。

１４）なお，先のＩＬＯ報告書（ＩＬＯ［１９９６ａ１）は契約労働について次のように述べている 。

　　「本報告書では，契約労働とは採用した労働者を使用者企業に派遣する業務と定義しており ，その

　場合，契約業者は派遣する労働者のすべてまたはその一部を選抜し，機器などを提供するほか，これ

　らの労働者を管理する 。こうした契約労働は従来の業務請負業（Ｊｏｂ　ｃｏｎｔｒａｃｔｍｇ　Ｅｎｔｅｒｐｒ１ｓｅ）の延長

　線上にある。使用者企業の特定の業務を請け負うため，派遣労働者を雇うことを専門とするＰＲＥＡ

　が次第に増えている。労働者派遣企業とは異なり ，これらの業者は機器の手配をし，派遣労働者を編

　成し，職場では彼らの監督も行う 。」（ＩＬＯ［１９９６ａ１ ，ｐ．３２）

１５）報告書は「新基準の王な目的は，労使関係がＰＲＥＡの活動に影響されるという状況を踏まえて ，

　劣悪かつ非倫理的な慣行から労働市場を守り ，労働者の利益を擁護することである」と述べている

　（ＩＬＯ［１９９６ａｌ
，ｐ
．７３）。

１６）　ドイツでは派遣労働者の３０％から ，多い場合には５０％が派遣先で正規労働者として採用されている

　という 。これについては伍賀（１９９６）を参照されたい 。

１７）「職業紹介事業の独占は新たな職業構造を生み出そうとするＰＲＥＡのダイナミッ クな取り組みを損

　う 。それゆえ，独占的な公的職業紹介所は望ましくない。これまでＰＲＥＡは労働市場の管理に新た

　なやり方を取入れる試みを絶えずつづけてきた」（ＩＬＯ［１９９６ａ１ ，ｐ．３９）。

１８）「労働者の杜会的 ・経済的な地位が向上，人権保障も充実，教育水準も飛躍的に高まり ，情報化が

　進んだ現在，当初懸念された弊害の多くはもはや完全に過去のものとなりつつある。今や働く者一人

　ひとりが，自己のｍａｒｋｅｔａｂ１１１ｔｙ（市場性）を強く意識する時代となっ たのである」（「就業機会の拡

　大」研究会，ｐ．４５）。

１９）労働者派遣法が禁じている業務（生産工程や研究開発補助の業務など）への違法派遣，偽装請負 ，

　派遣契約の派遣先企業による中途解約，派遣労働者の社会保険加入を回避するための派遣契約の短期

　化，派遣先による種々の違法行為（派遣労働者にたいする事前面接や派遣契約外の業務の押しつけ）

　等々。これらにたいして制度上は苦情処理システムが設けられているが，多くの派遣労働者は，派遣

　先を紹介してもらえなくなることをおそれて苦情を訴え出るのを薦跨しているのが現実である。これ

　らの詳細については派遣労働ネ ットワーク ・日本労働弁護団，前掲報告書を参照されたい 。

２０）なお，「就業機会の拡大」研究会は「優勝劣敗の単純な競争システムでもなければ，相互依存の共

　生システムでもない」「競生」なる概念を提案している（同研究会，ｐ
．４５）。

２１）「現在，国が独占している求人 ・求職データベースを，求職者のプライバシーに配慮しつつ，一定

　条件の下で民問の職業紹介機関に提供し，職業斡旋のパフォーマンスの向上を図る」（「就業機会の拡

　大」研究会，ｐ
．５７）。

２２）脇田滋氏は日本労働法学会第９０回大会シンポジウムで小蔦氏の議論にたいして次のような批判をし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５４）
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ている 。

　「本日のご報告を聞きまして一番納得できなか ったのは，労働法的な意味での労働者対使用者の対

抗という視点がないことです。雇い入れの段階，しかも現在のような不況の時代には，労働者は雇い

入れのときに一番弱い立場に立つわけです。従属的労働関係と言われるわけですけれども ，そういう

中での最初の労働関係の成立の問題という視点が必要です」（日本労働法学会，ｐ
．２０５）。

［付記１

　本稿脱稿後，新たに生じた事項を付記しておきたい 。

　１９９６年５月に改正された労働者派遣法は同年１２月１６日に施行された。また同日 ，労働者派遣事業の対象

業務について従来の１６業務に加えて新たに１１業務追加する政令もあわせて施行された。なお ，９５年１２月の

中央職業安定審議会建議で追加対象業務に含まれていた「病院における介護の業務」は今回の追加対象業

務からは除外されている 。

　ついで１９９６年１２月２４日 ，中央職業安定審議会は労働大臣にたいして，有料職業紹介事業の取扱い職業を

事務的職業（ただし新規学卒後１年以内の者は除く）や販売の職業（同前）などホワイトカラー職種にま

で拡大すること，および従来の手数料に加えてコンサルタント料やカウンセリング料という名目で徴収す

ることを認めることなどを含む建議を行 った。これを受けて労働省は省令を改正し，建議の内容を１９９７年

４月より実施に移す計画である 。

（３５５〕
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